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電気通信事業の規制体系の変遷

電気通信事業法・ＮＴＴ法の制定・改正等

■競争原理の
導入
■電電公社の
民営化

■競争原理の
導入
■電電公社の
民営化

電気通信事業の規制政策

■ＮＴＴの再編成

（参入規制緩和）
■需給調整条項の撤廃
■外資規制の原則撤廃

（ネットワーク構築の柔軟化）
■二種事業者の回線設置を可能に

（接続ルール整備）
■接続ルールの制度化
■長期増分費用方式の導入

■ＮＴＴの再編成

（参入規制緩和）
■需給調整条項の撤廃
■外資規制の原則撤廃

（ネットワーク構築の柔軟化）
■二種事業者の回線設置を可能に

（接続ルール整備）
■接続ルールの制度化
■長期増分費用方式の導入

インターネット普及に伴う
利用者保護

インターネット普及に伴う
利用者保護

■非対称規制の拡充
■ＮＴＴ東西の活用業
務の創設
■ユニバーサルサー
ビス基金制度導入
■電気通信事業紛争
処理委員会の創設

■非対称規制の拡充
■ＮＴＴ東西の活用業
務の創設
■ユニバーサルサー
ビス基金制度導入
■電気通信事業紛争
処理委員会の創設

テレフォニーの
時代

インターネットの
時代

（改正電気通信事業法の施行）
■参入規制の大幅緩和
■料金・約款規制の原則廃止
■利用者保護ルールの整備

■競争評価の検討

（改正電気通信事業法の施行）
■参入規制の大幅緩和
■料金・約款規制の原則廃止
■利用者保護ルールの整備

■競争評価の検討

電波資源の有効利用
（無線ＬＡＮ、情報家電、

３Ｇ/４Ｇ）

電波資源の有効利用
（無線ＬＡＮ、情報家電、

３Ｇ/４Ｇ）
□プロバイダ責任制限法の制定
□特定電子メール法の制定
□個人情報保護法の制定

□プロバイダ責任制限法の制定
□特定電子メール法の制定
□個人情報保護法の制定

□電波開放戦略、電波法改正□電波開放戦略、電波法改正

「独占から競争へ」
→「競争の促進」
１９８５年～２００３年

「事前規制から
事後規制へ」
２００４年～

ＩＢＭＷ＋ＳＰ
◇ADSL、FTTH、IP電話の普及
◇携帯電話の高度化
◇ユビキタス社会の実現

ＩＢＭＷ＋ＳＰ
◇ADSL、FTTH、IP電話の普及
◇携帯電話の高度化
◇ユビキタス社会の実現

１９８５～ １９９７～ ２００１～
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国内通信業界の主な変遷（2005年１０月現在）

ＮＴＴ

ＫＤＤ

日本高速通信(TWJ)

ＤＤＩ

日本移動通信(IDO)

日本テレコム

日本国際通信(ITJ)

ＮＴＴ(持株会社)

(99年7月分割・再編)

(92年7月分割・再編)

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

(98年12月合併)

(00年10月合併)

英ＢＴ 米ＡＴ&Ｔ

(99年9月
資本提携)

(97年10月合併)

(99年10月
合併)

NTT国際ﾈｯﾄﾜｰｸ

ＩＩＪ

(03年9月
筆頭株主)

ＣＷＣ

(03年12月
営業譲渡)

セルラー系７社 ａｕ
(01年10月合併)

Ｊフォン

日本ﾃﾚｺﾑHD

英ボーダフォン

(01年5月買収)

（02年8月)

日本テレコム

Ｊフォン ボーダフォン

(03年10月名称変更)

ＫＤＤＩ

デジタルホン

(出資) (出資)

ボーダフォンＨＤ

(03年12月名称変更)

ＮＴＴドコモ

ＮＴＴグループ

・ＮＴＴ(持株)

・ＮＴＴ東日本

・ＮＴＴ西日本

・ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

・ＮＴＴドコモ

ＫＤＤＩグループ

(03年11月ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ
に売却)

ＤＤＩ
ﾎﾟｹｯﾄ

(ｶｰﾗｲﾙが株式取得、
04年10月新会社設立)

ソフトバンク(04年7月ﾘｯﾌﾟﾙｳｯﾄﾞ
から株式取得)

ＤＤＩ
ﾎﾟｹｯﾄ

日本テレコム

ボーダフォン

ウィルコム
(05年2月名称変更）

(85年4月民営化)

(53年4月国際電話開始
97年7月国内中継電話開始)

(87年9月国内中継電話開始)

(87年9月国内中継電話開始)

(87年9月国内中継電話開始)

(89年10月国際電話開始)

(05年2月直収電話開始)

ツーカー系３社
(05年10月合併)

英Ｃ&Ｗ

東京通信ﾈｯﾄﾜｰｸ(TTNet)

アステル東京

(99年4月合併)

パワードコム

パワードコム鷹山(02年8月
PHS事業)

(03年4月合併)

国際デジタル通信(IDC) ｹｰﾌﾞﾙ･ｱﾝﾄﾞ・ﾜｲﾔﾚｽIDC
(99年6月買収)

Ｃ＆Ｗ
ＩＤＣ

(04年10月
買収)

(04年7月買収)

日本ﾃﾚｺﾑ
ＩＤＣ

(05年2月
名称変更)

(89年10月国際電話開始)

(88年5月加入電話開始)

(

0
5
年
7
月
合
併)

日本テレコム

(04年12月直収電話開始)

ソフトバンク
グループ
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電話サービスの構造変化①

○ 固定系通信（加入電話＋ＩＳＤＮ）の契約数は減少傾向。
○ 固定系通信（加入電話＋ＩＳＤＮ）の契約数に占めるＮＴＴ東西のシェアは、９７．８％（Ｈ１７．３末）。
○ 移動系通信（携帯＋PHS）の契約数は急伸。

（単位：万契約）

固定系通信（加入電話＋ＩＳＤＮ）の契約数に占める

ＮＴＴ東西のシェア（H17.3末）

加入電話等の契約数の推移

単位：万件／シェア（％）

（H16.3末のシェア）

ＮＴＴ東
2,902/48.7%
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その他
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電話サービスの構造変化②

○ 通信量については、通信回数及び通信時間とも、固定発は低下傾向。携帯発は上昇傾向。
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0

250

500

750

1,000

H12 H13 H14 H15 H16

単位：億回
固定発 携帯発

0

250

500

750

1,000

H12 H13 H14 H15 H16

通
信
回
数

移動着

固定着 移動着

固定着

973.3

726.8

474.3
534.0

固定発 携帯発

0

2,000

4,000

6,000

H12 H13 H14 H15 H16

単位：百万時間
単位：百万時間

通
信
時
間

0

2,000

4,000

6,000

H12 H13 H14 H15 H16

固定着

移動着

移動着

固定着

5,573

2,836

1,454

1,825

４



電話サービスの構造変化③

○ ＩＰ電話の利用番号数は、毎年着実に伸張。
○ ＩＰ電話の指定番号数では、上位３社で８１．３％（Ｈ１７．９末）。

（単位：千晩号）

ＩＰ電話の番号指定状況

（H17.９末）

ＩＰ電話の利用番号数の推移

単位：千番号

ソフトバンクＢＢ.
8 ,130（43 .4%）

ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
ｽﾞ4 ,590（24 .5%）

ＫＤＤＩ
2 ,520（13 .4%）

ぷらら
1,260（6 .7%）

ＮＴＴ－ＭＥ
300（1 .6%）

その他
920（4 .9%）

日本テレコム
370（2 .0%）

フュージョン
650（3 .5%）

4,331

5,276

6,037

7,024

7,830
8,305

0
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8000

10000

H15.12 H16.3 H16.6 H16.9 H16.12 H17.3

注：ＩＰ電話では、「050番号」と「0AB～J番号」の２種類があるが、上図は最終利用者に利用されている
「050番号」と「0AB～J番号」の数を集計したものである。なお、「0AB～J番号」の比率は小さく、例えば、
2004年9月では702.4万番号のうち、「0AB～J番号」は8.1万番号（1.1%）にとどまっている。

注１：番号の「指定数」であり、実際の「利用番号数」とは異なる。

注２：「050番号」の指定数であり、「0AB～J番号」の指定数は含まれていない。
５



ＩＰ時代に向けた電話サービスの競争

＜大阪＞
ＮＴＴ地域網

＜東京＞

ＮＴＴ地域網

中継事業者網
（ＮＴＴコム、ＫＤＤＩ

ＪＴ、フュージョン）

中継事業者網
(ＮＴＴコム、ＫＤＤＩ
ＪＴ、フュージョン)

＜大阪＞
ＮＴＴ地域網

＜東京＞

ＮＴＴ地域網

交換網
＜全国網＞
（例：日本テレコム）

ＩＰ網
＜全国網＞
（例：ＫＤＤＩ）

ラ
イ
ン
シ
ェ
ア
リ
ン
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ド
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加入電話・ＩＳＤＮ利用者

基
本
料

接
続
料

Ｎ
Ｔ
Ｓ

光
フ
ァ
イ
バ

加入電話・ＩＳＤＮ利用者
ＡＤＳＬ利用者

（付加サービスでＩＰ電話、
０５０番号、緊急通報不可、
同じ事業者の利用者間無料）

加入電話
等利用者 ＦＴＴＨ利用者

（ＩＰ電話がメニューの一つ、
０ＡＢ～Ｊ番号、緊急通報可、
同じ事業者の利用者間無料）

加入者
ポート

加入者
ポート

ＭＤＦ
ＭＤＦ ＭＤＦ ＣＴＦ

IP電話普及への課題
相互接続、緊急通報、
加入者番号の確保 等

従来の競争 ＩＰ時代の競争・ＮＴＴの電話交換網を用いた中継電話ｻｰﾋﾞｽに
よる競争（マイライン制度を導入）
・電話交換網同士の接続
・接続料は従量制(5.32円/3分又は7.39円/3分）
・基本料は全てＮＴＴ地域会社

・ＮＴＴの加入者回線を用いた直収電話サービスによる網間の
サービス競争（加入者回線を開放）
・電話交換網とＩＰ網等との網間接続
・接続料は定額制(約140円/月又は約1400円/月)
・ＩＰ電話月極料金は全てＩＰ事業者

GC GC

ZCZC

M D F

ZC

GC

加入者
ポート

加入者
ポート

ZC

GC

現状は加入電話と
ＩＰ電話を併用

NCCの
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交換機

ド
ラ
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カ
ッ
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６All copyrights reserved by MICAll copyrights reserved by MIC

（0AB～J番号）



通信産業におけるビジネスモデル

【
サ
ー
ビ
ス
】

【
イ
ン
フ
ラ
】

通信産業においては、大別して以下の二つのビジネスモデルが混在。
１．インフラビジネス：通信回線ネットワークを設置し、１５～２０年かけてネットワーク投資を回収。
２．サービスビジネス：ルータやサーバ等を設置してサービスを提供し、数年程度で投資を回収。

○インフラビジネスは通信回線ネットワークへの初期投資が膨大
○インフラビジネスは規模の経済が働き、自然独占性有
○サービスビジネスは初期投資の負担は小さい
○サービスビジネスは参入･拡張･撤退の自由度が高い

（参考）各設備の法定耐用年数
・管路 ２７年、電柱 ２１年、銅線 １３年
・光ファイバ １０年
・デジタル交換機・ルータ ６年、サーバ ５年

Year1 2 3 4 50
３～４年間で
累積黒字達成

初期投資に対する減価償却費

設備使用料等の経費
（インフラ会社への報酬を含む。）

超過利潤：
次のビジネス
投資の原資

初
期
投
資

累積売上高

累積費用

Year1 2 3 4 50
３～４年間で
累積黒字達成

初期投資に対する減価償却費

設備使用料等の経費

超過利潤：
次のビジネス
投資の原資

初
期
投
資

累積売上高

累積費用

※自前設備の分、経費支払は少ない

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
Year

１０年間程度で
累積黒字達成

４～５年目で売上が
増加基調に転換

累計費用

累計売上高超過利潤：
次世代の技術開発研究等へ

初期投資に対する減価償却費

利子支払等の経費

初
期
投
資

【ＮＴＴ等（旧一種事業者）】 【ソフトバンク等（旧二種事業者）】

７


